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日本における社会格差の現状＊
　　　一橘木俊詔の研究紹介一

棚　沢　直　子

1．はじめに

　日仏共同研究者ストラスブールの三大学側と東洋大学側の間で、もう長いこと，日本の社会格

差について論争が続いていた。日本側の主張は「日本では経済高度成長期1960－70年代に萌芽した

一億総中流意識が共有されている。それを裏づける根拠も指標もある」だったが，ストラスブー

ル側は「フランスと同じく日本にも社会格差は当然ある」と普遍主義の立場を貫き，日本側の主

張に耳を傾けようとはしなかった。

　この論争の決着は思いがけないやり方でつくことになった。この10年間とくに5年間の日本は

さまざまな分野でのグローバル化の影響もあって急激に変化し，格差ある社会になり始めたとの

言説が広がり，例の一億総中流意識は遠い過去になり始めたからである。ようやく日本も不平等

社会になったという意識が普及し始めた。しかもその変化の急激さは私の予想をはるかに超えて

いる。

　こうした変化について橘木俊詔の研究によりここで報告することにしたい。とくに彼が一般向

けに書いた『格差社会』（岩波新書，2006年9月出版）を紹介する。橘木は経済学専攻の京都大学

の教員で，日本の社会格差，貧困層，富裕層を長いこと研究している。経済企画庁，日本銀行，

経済産業省の客員研究員も歴任している。彼は近代経済学者の一人だが，今の日本で近代経済学

以外の学者の本を私のような門外漢が見つけるのはかなり困難である。橘木の研究は，最近広が

り始めた社会格差の研究の中では，次の三点で最も優れていると私には思われる。すなわち，そ

＊2007年3月15日9：00～17：00、ストラスプール，ルイ・パストゥール大学，PEGE．　Salle　de　Conseilにおける
Work　Shopでフランス語で発表，
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の専門性，その複眼的な見方，そして欧米との比較の適確さである。以下のすべては橘木の本に

よっている。

II．格差の現状の検証

1．所得格差の現状と不平等度の国際比較

　第一章は格差の現状を記している。橘木によれば，資産や消費のデータよりも，所得のデータ

で社会格差を検証するのがわかりやすいそうだ。彼の使用するのは，所得から税金と社会保険料

を差し引き，社会保障給付額を加えた「再分配所得」のデータである。そのデータ・ソースは厚生

労働省が3年おきに公表する「所得再分配調査」であり，さらに総務省が毎年公表する「家計調

査」，総務省が5年おきに出す「全国消費実態調査」，厚生労働省が毎年発表する「賃金構造基本

調査」も参照している。それらによると，日本の所得分配が不平等化し始めたのは，1980年代以

降である。2006年現在（実際には4年遅れ）では，不平等化は急激に進んでいる。（ジニ係数上昇

の3つの表参照。）

　橘木は日本が1980－90年代からドイツやフランスなどヨーロッパ諸大国並みの不平等度になった

と言う。OECDが2004年末に公表した調査結果を見る。（表参照。）それによれば，不平等度はさ

らに高くなった。日本は不平等度において今やアメリカやイギリスに近づきつつある。

2．貧困層と富裕層の実態

　現代の日本では貧困者が増加し，その所得が低下している。生活保護世帯が大都市で増加した。

（表参照。）また貯蓄のない世帯や自己破産者がこの15年で激増した。（表参照。）ホームレスも東

京都を例にとると1990年代末から2㎜年ごろにかけて3㎜人から6000人と倍増した。（表参照。）

各国の所得平均の50％以下を調べ，その国の人々の何％が貧困者かを国際比較すると，OECDが

2004年に公表した調査では加盟先進国の中で第3位となる。（表参照。）日本の貧困率が先進国の

中で急激に高くなったことがわかる。（表参照。）

　貧困者の実態調査をする。第一一に年齢別。（2004年OECDの表参照。）75歳以上の貧困率

238％。1925歳16．6％。41－50歳1L7％。197（）－80年代は平均して6－7％だった。第二に世帯類型別。

最も高いのは母子世帯である。母子家庭の約半数は貧困に苦しんでいる。次に高齢単身世帯。（表

参照。）貧困一歩手前の低所得者とは非正規労働者であり，この多くは女性と若者である。

　富裕層の実態はどうか。富裕層とは高額所得者（年収1億円以上）と高資産保有者である。具体

的には企業経営者，企業のトップなどが高額納税者の43．3％を占める。（2001年国税庁。）次に医

者15．4％，その他では芸能人，プロスポーツ選手，弁護士，株などの資産所得者，土地所有者で
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ある。

　富裕層においても変化が生じている。第一はその従事する産業の種類の変化である。1960年代

は製造業，建築業，商業，金融などに従事するひとたちの中でも，とくに大企業経営陣が高額納

税者だった。2000年代は情報通信，化粧品製造，飲食店チェーン，パチンコ店，コンサルティン

グ，消費者金融，シンクタンク，人材派遣業の経営者つまりサービス産業の経営者が富裕層にな

った。第二に企業の規模である。かつては大企業だったのが，現在は小規模のサービス産業の創

業経営者が富裕層を形成している。また医者の中の富裕層も様変わりした。医者の総数は年々増

加しているのに，診療科目によって減少が顕著なのは産婦人科と小児科であり，増加したのは美

容外科，形成外科，さらに精神科，神経内科，眼科，麻酔科である。後者の多くは高額所得者に

名を連ねている。また勤務医でなく開業医の志望が増加している。長時間労働をせず，生命に関

わるリスクが少なく，高所得が期待できる診療科目に人気が集まっている。富裕層全体を見ると，

労働をするより資産運用をうまくやり所得を増やす，小規模の会社や法人を設立する，節税のた

めに税率の低い外国に住所を移転するなどの傾向が見られる。

　貧困層と富裕層の実態の調査からさらに言えることは，地域格差が深刻化していることである。

中央と地方，都市と田舎を比較すると，地方の失業率が増加していることを付加しておこう。

III．平等神話崩壊の要因

1．長期不況における失業と非正規雇用の増大

　日本経済は1990年から15年間の不況に見舞われ，そのせいで失業率が戦後二番目の高さに達

した。（表参照。）さらに，労働費節約，解雇，労働市場の規制緩和のせいで，非正規雇用が激増

した。（表参照。）この10年間で正規雇用が約400万人減り，非正規雇用が約630万人増えた。両

者の間には賃金格差がある。では景気が回復すれば非正規雇用は減少するかと言えば，非正規雇

用のメリットを経験した企業は今後とも正規雇用を増やさない傾向が見られる。例えば，長期不

況後の若者のあり方は二極化している。一方には正規雇用者，もう一方に非正規雇用者とくにブ

リーターの存在がある。フリーターの平均年収は140万円である。すでにニートも発生している。

2．所得分配システムの変化

　この10－20年で所得分配システムのうちでもとくに賃金決定方式が変化した。以前はドイツ，オ

ランダ，北欧諸国のような中央集権主義（産業別に中央で一一律に賃金決定する方式）だったが，現

在はアメリカやイギリスのような各企業別の賃金決定分権化の過程にある。その結果，以下のこ

とが生じる。第一に業績のいい企業と悪い企業の格差が拡大する。これは企業規模による格差拡
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大につながっている。第二に業績をあげたか否かという個人間の格差拡大。これまでの年功序列

方式から次第に成果主義賃金決定方式に移行している。第三に中央と地方の格差拡大。業績のい

い企業は申央に集中しているからである。

3．所得税・相続税の累進度の低下と社会保険料の逆進性

　この20年間で所得税の累進度が大きく低下した。最高税率は1986年では70％だった（それ以

前は80％のときもあった）が，現在は37％である。相続税にも全く同様のことが起きている。高

所得者を優遇し低所得者に不利な社会になったのだ。これが再分配後所得の格差拡大につながっ

た。高い税金を取られると勤労意欲を失うという高額納税者の不満に政府が応えたからである。

その一方で1989年に導入された消費税は3％から5％になり，今後も逆進性が高まると予想され

る。これに加えて社会保険料の逆進性は高まっている。この10年で，社会保険料はアップし，給

付は削減されている。これが社会格差拡大に深刻な状況をもたらした。

4．構造改革の影響とセイフティー・ネットの不十分さ

　小泉内閣（2001－2006年）が押し進めた構造改革は社会格差拡大を助長した。構造改革は規制緩

和，競争促進，税の累進性緩和，社会保障給付費の削減（もともと先進国の中で最低水準だった）

などが柱である。こうした改革は不況から脱出し経済を活性化させる効果があったが，1970－80

年代のイギリスのサッチャーとアメリカのレーガンの経済改革に似て，同時に不平等を拡大させ

たのである。要するに，日本でもケインズ経済学やロールズ哲学が退潮し，市場原理主義，新自

由主義のフリードマンやハイエクなどの考え方が勢いを増しているのだ。競争によって経済効率

を高めて，パイを増やすことで社会全体の利益を上げるという発想だが，橘木は現在のアメリカ

や日本では増えた分のパイは下層には回らないだろうと批判している。つまり，Winners－Take－All

になると言うのだ。

　要するに小泉内閣ではセイフティー・ネットの政策が不十分だったということだ。そもそも日

本では最低賃金が低すぎる。（表参照。）OECDの国際比較でもかなり下位にある。何と最低賃金

額は生活保護の支給額より低い。（2007年11月に最低賃金引き上げの法案が可決。最低賃金を

生活保護の支給額より高くする見込み。）パートタイム労働者のかなりの数が最低賃金以下であ

り，10％を超える女性パートタイマーは最低賃金以下である。

IV．おわりに

戦後から1970年代まで，イギリスやフランスと比較して，日本は流動化社会だと言われてきた。
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現在の教育現場を見てみると，すでに固定化が加速した社会との印象をもつ。名門といわれる大

学（東大，慶大など）の入学者の多くが私立の進学校出身者に様変わりしている。私立高校は授業

料が高い。親には子どもを塾に通わせ家庭教師をつける余裕もある。東大生の親の所得は今や日

本で最も高い水準にある。政治家や医者になる場合，親の職業を継ぐことが多い。医者の40％程

度がすでに親の職業を継いだ結果である。機会の平等が失われ始めた一例と言える。これまでの

日本では，平等意識が強かったので高校では普通科が多く概して職業教育が不在だった。その代

りに企業内での職業教育がかなり充実していた。しかし，現在の日本の企業全体を見渡せば，企

業内の職業教育を施す余裕はすでに失われた印象をもつ。高校や大学での実務的な職業教育が叫

ばれ始めている。

　これまで日本では福祉の大きな担い手は企業と家族だった。しかしこの両者が福祉を支える体

力は以前よりない。日本でもアメリカのように金持ちは長生きし貧乏人は早死にするという「健

康格差」の問題が浮上し始めた。

　それでも，日本では現在でも一般的に社長の所得は大企業で平社員の10倍前後である。100倍

を超えているアメリカに比べれば，所得格差はまだ大きくはない。

　今後，日本がさらなるグローバル化にどう対処し，経済の効率性と公平性をどう両立させるか，

それは国家政策の問題であり日本人ひとりひとりの問題である。（橘木は具体的な様々な政策提言

を終章でしているが，この発表では省略する。）
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L’6cart　social　au　Japon，00　en　sommes－nous？＊

compte・rendu　des　recherches　de　Toshiaki　Tachibanaki

Naoko　Tanasawa
（verslon　frangaise：Olivier　Sommet）

Introduction

　　Dans　le　cadre　de　nos　projets　d’6tude　franco－japonaise　entre　les　Universit6s　de　Strasbourg　et

rUniversite　Toyo，　nous　avons　d6battu　plusieurs　fois　sur　la　question　des　inegalit6s　sociales　au

Japon．　Dans　le　pass6　nous　pouvions　affirmer　que　le　Japon，　depuis　la　P6riode　de　forte　crois－

sance　initi6e　dans　les　ann6es　1960－70，6tait　une　soci6t6　assez　｛≦galitaire　compos6e　d句une

classe　moyenne　de　100　millions　de　personnes，　soit　pratiquement　la　population　entiere；ceci　bien

sOr　renvoyait　aux　repr6sentations　dominantes　mais　pouvait　dans　une　certaine　mesure　etre

corrobor6　par　les　statistiques　de　revenus，　de　pouvoir　d’achat，　des　fOrtunes　etc．　Du　c6t6　des

universitaires　strasbourgeois，　ils　sont　rest6s　fideles　a　la　these　universaliste，　en　soutenantゼid6e

que　le　Japon　ne　pouvait　pas　faire　exception　et　qu’il　avait　des　in6galit6s　sociales　comme　la

France．

　　Or　il　appara↑trait　que　nous　sommes　d6sormais　en　mesure　de　trancher　ce　d6bat．　En　effet

depuis　10　ans，　et　d2avantage　encore　depuis　5　ans，　la　soci6te　japonaise　connait．　ainsi　commence－

tっnale　dire．　de　rapides　et　profonds　changements　avec　rapprofondissement　de　la　mondialisa－

tion．　La　repr6sentation　de　la　classe　moyenne　partag6e　par　quasiment　toute　la　population

dispara↑t　peu　a　peu．　remplacee　par　celle　d’une　soci6t6　in6galitaire　galopante．　Ces　6volutions

tres　r6centes　d6passent　mes　propres　previsions　par　leur　rapidit6．

　　Mon　expos6　se　fera　b　partir　des　recherches　de　Tachibanaki　portant　sur　ce　thさme．

J’aimerais　pr6senter　b　travers　cet　expos6　son　livre　de　poche　intitu16：L’Ecart　sociat，　quets

soilt　les　probl2mes　l　pしibli6　en　2006　chez　Iwanami　Shoten．　Tachibanaki　est　un　6conomiste　de

1’Universit6　de　Kyoto，　ses　recherches　sont　centr6es　essentiellement　sur　les　disparit6s　entre　les

riches　et　les　pauvres　au　Japon。　Il　a　6t6　chercheur　pour　le　compte　de　la　Banque　du　Japon，　du

Ministere　de　rlndustrie　et　de　1’Economie　etc．　Ses　ouvrages　6conom6triques　se　d6tachent　par

leur　sp6cialisation　ancr6e　sur　ce　theme　depuis　de　longues　ann6es．　par　leurs　angles　d’analyse

judicieux　et　enfin　par　leurs　comparaisons　ad6quates　avec　les　Etats－Unis　et　rEurope．　Voici　les

grands　traits　de　son　livre．

’communication　faite　dansしln　atelier　des　recherches　franco・japonaises　entre　les　trois　universit6s　strasbourgeoises　et

　rUniversite　Toyo　telコu　lc　15mars　2007，　PEGE　b　1’Universit6　Louis　Pasteur　ft　Strasbourg
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1．L’Etat　des　lieux　de　r（≦cart　social　au　Japon

1．Mesure　des　in6galit6s　de　revenu　a　travers　une　comparaison　avec　les　autres　pays

　　　d6velOPP6s

　　Le　premier　chapitre　de　ce　livre　d6crit　l’6cart　social　actuel　au　Japon．　Selon　rauteur　le

parametre　le　plus　efficace　pour　le　montrer　est　celui　de　revenu　plut6t　que　les　chiffres　sur　la

consommation　et　sur　la　fortune．　Par　le　revenu，　Tachibanaki　entend　celui　obtenu　apres　avoir

soustrait　les　d6penses　li6es　a　la　securite　sociale　et　aux　imp6ts　puis　ajout61es　diverses　alloca－

tions．　Ces　sources　proviennent　de　renquete　sur　le　niveau　des　revenus　et　des　salaires　publi6e

par　le　Ministere　de　la　Sant6　et　du　Travail，　et　de　celles　sur　1’6conomie　domestlque　et　sur　la

consommation　publi6es　par　le　Ministere　de　rAdministration　G6n6rale．

　　D’apres　ces　enquetes　les　disparites　en　matiere　de　revenus　sont　apparues　dans　les　ann6es

l980　et　se　sont　consid6rablement　aggravc≦es　ces　derniさres　annees　（selon　les　dernieres　statis．

tiques　disponibles　en　2002）．

　　Tachibanaki　affirme　que　le　niveau　des　in6galit6s　au　Japon　commence　a　se　rapprocher　petit

hpetit　dans　les　ann6es　1980－90　de　celui　de　rAllemagne　ou　de　la　France　et　aujourd’hui　de　celui

de　la　Grande　Bretagne　ou　des　Etats－Unis　selon　1’　enquete　men6e　h　Ia　fin　de　l’ann6e　2004　par

rOCDE．

2．　La　situation　des　pauvres　et　des　riches

　　Le　nombre　des　pauvres　sans印argne　ou　en　failiite　ou　encore　b6n6ficiant　de　raide　d’alloca－

tions　a　fortement　augmente　ces　5　dernieres　ann6es；celui　des　SDF　a　Tokyo　est　pass6　de　3000

b6000　personnes　de　la　fin　des　ann6es　l990　h　2000，　doublant　en　Fespace　de　quelques　annees．

Selon　les　statistiques　de　rOCDE　publi6es　en　2004，　le　Japon　arrivait　en　3eme　position　parmi　les

pays　membres　en　ce　qui　concerne　Ia　proportion　des　pauvres　dans　rensemble　de　la　population

（sont　consid6r6es　comme　pauvres　les　personnes　ayant　un　salaire　inf6rieur　de　moitie　au　salaire

m6dian）．Nous　pouvons　donc　constater　que　la　proportion　des　pauvres　a　6volu6　tres　rapide－

ment　surtout　ces　dernieres　ann6es　au　Japon．

　　D6taillons　ces　statistiques　d’abord　par　tranche　d’age．　En　20041a　proportion　des　pauvres

chez　les　plus　de　75　ans　etait　de　23，8％（notamment　les　c61ibataires　fig6s）；chez　les　18－25　ans，　de

16．6％；chez　les　41－50　ans，　de　11．7％、　Par　la　situation　familiale　ensuite．50％des　familles　mono－

parentales（sans　pere）sont　victimes　de　la　pauvret6．　Globalement，　la　cat6gorie　sociale

poss6dant　un　faible　revenu　est　celle　des　travailleurs　a　temps　partiel，　composes　principalement

de　femmes　et　de　jeunes．

　　Analysons　maintenant　les　riches．　Par　riche　on　entend　les　Japonais，　soit　poss6dant　un　revenu

annuel　moyen　d’au　moins　lOO　millions　de　yens，　soit　poss6dant　une“fortune　61ev6e”

（Tachibanaki　ne　precise　pas）．Les　personnes　aux　revenus　les　plus　61ev6s　sont　aujourd’hui　des

patrons　ou　des　cadres　superieurs　d’entreprise（43．3％）et　des　m6decins（15，4％）．　Viennent　en－

suite　com6diens，　sportifs　professionnels，　avocats，　actionnaires．　propri6taires　fonciers　etc．

　　La　cat6gorie　professionnelle　de　ces　riches　a　6galement　chang6．　Dans　les　ann6es　l960，　les

riches　provenaient　des　entreprises　de　rindustrie（m（…tallurgie，　sid6rurgie，　construction　navale，

automobile，　batiment＿），　de　commerce，　de且nance　etc．　Dans　les　ann6es　2000　ils　sont　dans　ie
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secteur　tertiaire，　h　savoir　de　la　communication，　des　chaines　de　restaurant，　des　chaines　de

patchinko，　des　ventes　de　cosm6tiques，　des　conseillers　d’entreprise，　des　thinks　tanks，　des

cr6anciers　pour　les　consommateurs，　des　patrons．des　ressources　humaines　etc．

　　De　plus，　la　plし1part　des　riches　6taient　autrefois　issus　de　grandes　entreprises，　alors　que　main－

tenant　ils　sont　des　fOndateurs－patrons　de　petites　et　moyennes　entreprises　li6es　au　secteur　des

serVlces．

　　Enfin　si　le　nombre　de　m6decins　augmente　d’ann6e　en　ann6e，　celui　de　gyn6co－obst6triciens

et　de　p6diatres　baisse　au　profit　d’autres　branches　de　la　m6decine　plus　en　vogue　telles　que　la

chirurgie　esth6tique　ou　plastique，　la　psychiatrie，　la　neurologie，1’ophtalmologie，1’anesth6sie

etc．．．　Dans　ces　dernieres　branches　figurent　les　nouveaux　riches．　La　part　de　m6decins　lib6raux

ouvrant　une　clinique　pour　leur　propre　compte　a　6galement　augment6．　En　effet　ils　peuvent

alors　travailler　moins　et　gagner　plus，　tout　en　minimisant　les　risques　op6ratoires（chirurgie

plastique，　etc）．Tout　compte　fait，　les　riches　de　nos　jours　sont　les　gens　qui　veulent　ou　savent

gagner　plus　avec　moins　de　labeur．　Ils　savent　aussi　transf6rer　leur　fortune　en　se　faisant

domicilier　ti　retranger　pour　payer　moins　d’impots．

　　Ajoutons　un　mot　b　propos　de　la　r6partition　g60graphique　des　pauvres　et　des　riches；celle－ci

est　nette：les　riches　sont　dans　les　grandes　villes　et　beauc皿p　moins　dans　la　campagne　oO　le

taux　de　chomage　s’aggrave　de　plus　en　plus．

II．　Les　facteurs　de　r　effbndrement　du　mythe　d’une　societ6　6galitaire

1．L，augmentation　du　ch6mage　et　des　emplois　pr6caires　cons6cutive　a　Ia　longue　crise

　　　economlque
　　Apartir　de　1990，　r6conomie　japonaise　a　connu　pendant　l5　ans　une　crise　qui　provoqua　le

second　plus　haut　taux　de　ch△mage　depuis　la　fin　de　la　deuxieme　guerre　mondiale．　De　plus　la

restructuration　suivie　d’une　d6rさglementation　du　march6　du　travail　a　fait　apparaitre　de　nou－

veaux　ph6nomenes　tels　que　la　baisse　du　coOt　salarial，　le　licenciement　abusif　et　l’augmenta－

tion　d’emplois　pr6caires．

　　Ces　10　dernieres　ann6es，　le　nombre　d’employ6s　h　temps　plein　a　baiss6　de　4　millions　et　celui

des　travailleurs　a　temps　partiel　a　augment6　de　6，300，000．　Bien　entendu，　il　y　a　une　in6galit6　de

revenu　entre　ces　deux　cat6gories　de　travailleurs．

　　Peut－on　dire　que　cette　tendance　s’explique　seulement　en　terme　de　conjoncture　6conomique？

Le　nombre　de　travailleurs　a　temps　partiel　ne　baisserait　pas　malgr6　un　redressement

6conomique．　En　effet，　les　entreprises　ayant　exp6riment61es　avantages　d’employer　des　tra－

vailleurs　b　temps　partiel，　notamment　en　terme　de　masse　salariale　sont　devenues　r6ticentes　h

employer　des　travailleurs　b　temps　plein．　De　plus　de　nombreux　jeunes　japonais　vivent　d’em－

plois　pr6caires　souvent　par　obligation　mais　aussi　par　choix，　rejetant　ainsi　le　contrat　social　qui

pr6valait　jusqu’alors：d6vouement　total　pour　l’entreprise　en　6change　d’un　emploi　b　vie．　On　les

appelle　les　freeters　ou　les　neetsl　et　leur　revenu　annuel　moyen　est　de　1，400，000　yens．

1Les　freeters　vivent　de　petits　boulots，　Les　neets　ne　sont　ni　employes，　ni　6tudiants．　ni　en　forrnation．
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2．L，6volution　du　systbme　de　redistribution　des　richesses

　　Ces　10－20　dernieres　ann6es　la　politique　de　redistribution　des　richesses　a　connu　des　change－

ments　notamment　en　terme　d’attribution　des　salaires、　Avant，　il　existait　un　pouvoir　central　de

syndicat　h　rimage　de　l’Allemagne，　des　Pays－Bas，　des　pays　scandinaves　avec　une　r6partition

des　salaires　plus　ou　moins　uniforme　selon　les　secteurs　industriels．　A　l’heure　actuelle　nous　nous

rapprochons　plus　des　modさles　anglais　ou　americains　avec　une　r印artition　des　saiaires　diff6ren－

ci6e　selon　les　r（≦sultats　des　entreprises．　Il　en　d6coule　trois　cons《≦quences：

　　－La　concurrence　accroft　les　in6galit6s　entre　les　entreprises　selon　leur　niveau　de　pro丘ts　et　leur

　　　taille．

　　－La　concurrence　accroft　les　in6galit6s　entre　les　enlployes．　On　passe　d’un　systeme　de　primes　b

　　　ranciennet6　a　un　systeme　de　r6mun6ration　au　m6rite．

　　－La　concurrence　accroit　les　in6galit6s　entre　les　r69ions，　les　entreprises　per丘）rmantes　ont　ten－

　　　dance　a　se　concentrer　dans　les　grandes　villes．

3．Baisse　de　l，imp6t　sur　le　revenu　et　sur　les　droits　de　succession　et　hausse　du　coOt　de　la

　　　protection　SOciale

　　Ces　20　dernieres　ann6es　on　a　assist6　a　de　profonds　changemeRts　sur　le　systさme　de

rimp6t　sur　Ie　revenu、　En　1986　cet　imp6t　pouvait　prさ1ever　jusqu’a　70％du　revenu（il　y　a　eu

avant　1986　meme　des　taux　b　80％）；hrheure　actuelle　le　taux　de　prelevement　maximum　est

de　37％．　Cette　tendance　s’observe　aussi　pour　les　droits　de　succession　qu’on　reduit　pour　les

riches　et　qu’on　augmente　pour　Ies　pauvres．　Ces　d6cisions　gouvernementales　accroTssent　les

inさgalit6s　de　patrimoine　entre　les　riches　et　les　pauvres．　Elles　ont　6t6　prises　en　r6ponse　aux　at－

tentes　des　riches　pr6textant　que　des　taxes　trop　61ev6es　auraient　une　mauvaise　influence　sur

les　performances　6conomiques　du　pays　en　faisant　perdre　chez　les　travailleurs　leur　assiduit6．

En　outre　la　TVA　qui　avait　ete　introduite　au　Japon　en　1989　est　pass6e　de　3％b5％et　on

pr6voit　que　ce　n’est　qu’un　d6but．　Enfin　le　coOt　de　la　securit6　sociale　augmente　alors　que

les　allocations　baissent　en　volume　contribuant　ainsi　encore　plus　a　une　aggravation　des

in6galit《…S　SOCialeS．

4．Les　cons6quences　des　r6formes　structurelles　et　l，insuffisance　d，un《filet　de　s6curit6

　　　sociale》

　　Les　r6forrnes　structurelles　engagees　par　rex－Premier　Minlstre　Koizumi　ont　eu　pour

consequence　de　favoriser　les　in6galit6s　sociales．　En　effet，　ces　r6formes　visant　a　derさglementer

d’avantage　l’6conomie　afin　de　s’adapter　aux　normes　lib6rales　de　la　concurrence　mondiale　ont

eu　pour　effet　de　sortir　Ie　Japon　de　la　crise，　mais　ont　accru　les　disparites　sociales　un　peu　b　rimage

des　gouvernements　anglais　de　Thatcher，　et　americain　de　Reagan　dans　les　ann6es　1970－1980．

Meme　au　Japon，1e　modele　de　Fetat　providence　incarn6　par　Keynes，　a　laiss6　place　au

n601ib6ralisme　prδn6　par　Ies　partisans　du　march6　tels　que　Friedman　et　Von　Hayek．　Cette

id60109ie　veut　nous　convaincre　des　effets　b6n6fiques　de　la　concurrence　qui　tirent　reconomie，

puis　la　soci6t6　dans　son　ensemble　vers　le　haut。　Or　la　r6alit6　au　Japon　comme　aux　Etats－Unis

est　que　selon　Tachibanaki　les　richesses　obtenues　sont　mal　redistribu6es　vers　le　bas　de　la

soci6te．　C’est　la　fameuse　expression《winners－take－all》．
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　　En　d’autres　termes　le　gouvernement　Koizumi（2001－2006）n’a　pas　suffisamment　mene　une

politique　de《filet　de　s6curit6　sociale》．　En　effet　les　salaires　minimaux　sont　trop　bas　par　rap－

port　au　coOt　de　la　vie、　Parmi　les　pays　de　rOCDE，1e　Japon　est　clairement　en　retard　a　ce　sujet．

Le　salaire　minimum　est　inf6rieur　en　2007　aux　allocations　d’aide　sociale！Les　travailleurs　japonais

it　temps　partiel　sont　nombreux　b　gagner　en　dessous　du　salaire　minimum，　plus　de　lO％des　tra－

vailleuses　b　temps　partiel　gagnent　molns　que　le　salaire　minimum　japonais．

Conclusion

　　De　la　fin　de　la　guerre　aux　ann6es　1970，　le　Japon　en　comparaison　avec　des　pays　tels　que　la

France　ou　la　Grande　Bretagne　6tait　consid6re　comme　un　pays　oO　la　mobilit6　sociale　etait

largement　possible．　Or　h　rheure　actuelle，　si　on　se　penche　sur　le　terrain　de　l’6ducation，　on　ob－

serve　que　la　soci6t6　japonaise　elle－meme　devient　g6n6ratrice　d’in6galit6s　sociales．　Les　6tudiants

entrant　b　l’Universit6　de　Tokyo　ou　Keio，　qui　composeront　1’61ite　de　la　nation，　sont　issus　assez

souvent　de　lyc6es　priv6s．　Ces　6tablissements　sont　coOteux　offrant　la　garantie　d’un　avenir　au

sein　des　meilleures　universit6s　japonaises，　surtout　quand　on　sait　que　les　parents　de　ces　6tudiants

ont　un　revenu　moyen　plus　61eve　que　la　moyenne　japonaise　et　ont　donc　la　possibilit6　d’offrir　a

leurs　enfants　des　cours　du　soir　dans　des　6coles　priv6es．　Actuellement　les　parents　d’6tudiants

de　rUniversite　de　Tokyo　ont　des　revenus　parmi　les　plus　eleves　de　la　moyenne　Japonalse．

　　Une　fois　leurs　6tudes　universitaires　terminees，　ces　6tudiants　sont　nombreux　b　succ6der　a

leurs　parents　dans　les　rn6tiers　surtout　lies　a　la　m6decine　ou　a　la　politique．　Ainsi，40％des

m6decins　japonais　succedent　a　leurs　parents．　On　peut　voir　ici　clairement　un　exemple　concret

de《reproduction》sociale．　Jusqu’b　maintenant　renseignement　au　lycee「estait　essentielle’

ment　g6n6raliste　dans　un　Japon　soucieux　d’offrir　les　memes　chances　h　tous．　La　fdrmation　pro－

fessionnelle　6tait　alors　assur6e　par　la　suite　au　sein　meme　des　entreprises、　Actuellement，　les

entreprises　ne　peuverit　ou　ne　veulent　plus　assurer　cette　fbrmation　trop　coOteuse，　et　les　lyc6es

comme　les　universit6s　sont　appe16s，　de　plus　en　plus，　a　cr6er　des　filiさres　professionnelles．

　　Avant，　les　piliers　du　bien－etre　social　6taient　les　entreprises　et　Ia　famille．　Or　ces　f（）ndements

de　la　soci6t6　japonaise　ont　tendance　a　perdre　du　terrain．　Plus　grave　encore，　au　Japon　comme

aux　Etats－Unis，1’esp6rance　de　vie　coincide　maintenant　avec　le　niveau　de　richesse．　Les　riches

tendent　a　vivre　plus　longtemps　que　les　pauvres：c“est　l’in6galit6　de　la　sant6．

　　Neanmoins，　le　revenu　moyen　d’un　chef　d’entreprise　japonais　reste　10　fois　sup6rieur　b　celui

de　ses　employ6s．　Si　on　considere　que　le　revenu　des　chefs　d’entreprises　am6ricains　est　100　fdis

sup6rieur　a　celui　de　leurs　employ6s，1’in6galite　de　revenu　n’est　pas　encore　si　criante　que　cela．

　　Comment　r6pondre　aux　imp6ratifs　de　la　mondialisation，　en　conciliant　croissance　6conomique

et　soci6t61a　plus　6galitaire　possible？Il　appartient　au　gouvernement　japonais，　et　b　chacun　des

japonais　de　tenter　d’apporter　une　r6ponse　juste．（Tachibanaki　propose　plusieurs　solutions

concretes，　mais　je　n’en　ferais　pas　part　dans　cet　expos6）．
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